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ここ数年、テクノロジー分野への新たな投資と
テクノロジーの導入は飛躍的に増加してい
る1。しかし、取締役会がどのように、あるい

はどの程度、テクノロジー関連の課題に取り組んで
いるかは、あまり知られていない。一部の取締役会
はテクノロジー関連の課題に積極的な姿勢を示し
ているものの、多くの場合、期待するほどの取り組
みがなされていないのが現状である。Deloitte 
Global Boardroom Programでは、2022年初
頭に「Boardroom Frontier－取締役会の展望」
シリーズの一環として、500名を超える取締役会メ
ンバーおよび経営幹部を対象に意識調査を実施し
た。また、調査結果を補完するために取締役、執行
役、および各領域の専門家に、�取締役会はテクノ
ロジーの利用拡大という新たなニーズに応えようと

しているのか。� また、�テクノロジーへの投資を戦
略目標に結びつけるために、どのような取り組みを
行っているのか。� といったヒアリングを行い、テクノ
ロジーに関して世界中の取締役会でどのような取り
組みが行われているのかを取り纏めた。

本調査結果では、取締役会は長年にわたってテクノ
ロジー関連の課題に取り組んでいるものの、多くの
取締役会メンバーは執行部門からの報告に対し専
門的な質問を問いかけたり、テクノロジーが戦略に
ひもづいて（その逆ではなく）推進されているかを監
督するために必要な知見が不足していることが明ら
かとなった。さらに言えば、取締役会に一般的に求
められる対応のレベルと実際の取組み状況には
ギャップが生じていることも分かった。
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いまやテクノロジーは、企業にも消費者にも広
く普及している。多くの企業で、2019年に
は予想していなかった早いスピードでDX推

進が加速した 2。さらに、85%のCEOが新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大（パンデミック）の際に
デジタル活用促進のプロジェクトを加速させたと回
答した 3。

また、先ごろ発表されたDeloitte Globalの記事で
は、クラウドや人工知能（AI）などのデジタルテクノ
ロジーや先端テクノロジーは、「企業の可能性と競
争力を急速かつ根本的に変化させ」4、さらには、「多
くの大規模クラウドプラットフォームの活用によって
生み出されたイノベーションが相互補完的に積み重
なることで、数年前には存在しなかったビジネスチャ
ンスを生み出している」5と指摘している。

Gartner, Inc.によると、2022年の世界の IT関連
支出は、2021年から4%増の4兆4000億米ドル
になると予測されている6が、パブリッククラウドサー
ビスに対するエンドユーザーの支出は、2022年に
20.4%増の4947億米ドルに達すると予測されてい
る7。

一方、過去2年間で、世界中でサイバー攻撃が急増
した。例えば米国では、Identity Theft Resource 
Centerの直近の年次報告書では、2021年のセ
キュリティ侵害件数が過去最高を記録したことが明
らかになった 8。

こうした状況を踏まえて、1）取締役会は、サイバー
攻撃や投資を含むテクノロジー関連の課題への取り
組みを強化しているだろうか、また2）取締役会は
効果的な監督者として、テクノロジーが企業の戦略
の支援（その逆ではなく）を実現しているだろうか、
といった2つの疑問が生じる。Deloitte Consulting 
LLPのPrincipleを務めるRich Nandaは、このよ
うな環境下で取締役会がどのように機能すべきかに
ついて、以下のように語っている。「テクノロジーに
関する取締役会の役割は、急速にデジタル化が進む
世界において、長期的に将来を見据えた競争力を確
保することに焦点を当てることです。取締役会は、経
営陣が短期的な成果と長期的な成長や競争上の優
位性の適切なバランスを保つために一翼を担わな
ければなりません。」

2022年初頭、Deloitte Global Boardroom 
Programは、今日のテクノロジーに対する取締役
会の取り組み状況を把握するため、世界55カ国に
拠点を置く企業の取締役および経営幹部（CxO）数
百人を対象とした調査を実施した（調査内容および
回答者属性については、本報告書Appendixを参
照）。この調査により、取締役会に対するテクノロ
ジーに対する深い知見や関与に対する要求の高まり
と、現在行っている取り組みとの間にギャップがある
ことが判明した。

テクノロジーの発展＝取締役会の 
取り組み強化の必要性
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Deloitte Global Boardroom Program
の調査では、大半の取締役会メンバーが、テ
クノロジーに関する課題への取り組みのレ

ベルについて満足なレベルにあると認識しているこ
とが分かった。80%以上の取締役会メンバーが、企
業のテクノロジー戦略や課題を把握、検討し、それ
に意見を述べることに少なくともある程度の自信が
あると回答している。そのうち、半数近くの取締役が、
テクノロジーに関する課題への舵取りを経営陣や外
部の専門家に頼っていると回答し、4人に1人が関
連した委員会や専門知識を有したメンバーで課題へ
の舵取りを行っていると回答、取締役会が単独で適
切に対処していると答えたのは10人に1人に留
まった。改善の余地があると回答した5分の1の取
締役会メンバーについては、大半は取締役会が経営
陣に「完全に依存している状態」であるとし、取締
役会が適切な取り組みを行うための計画を策定す
る必要があるとする意見も見受けられた。

競争上の優位性を獲得するための自社のテクノロ
ジー導入の状況についてどう思うかを尋ねたところ、
回答者全体の3分の2が楽観的な見方を示した（図
1）。

この楽観的な認識は、ダニング＝クルーガー効果
（未知を未知と認識していないために誤った安心感
が生まれ、自分自身の能力を過大評価する効果）と
言われる認知バイアスによって起きている可能性が
ある9。取締役会は、目まぐるしく変化する領域にお
いては慎重かつ客観的に判断を行っていく必要があ
るのではないだろうか。

表面的な現状把握による 
楽観的な認識
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図1

テクノロジー：成功を実現可能にする鍵
当社では、テクノロジーを取り入れることで、競争上の優位性を獲得している

はい　　　いいえ　　　どちらとも言えない

出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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この調査では、回答者にテクノロジーに関する計画
やプロジェクトについて尋ねている。今後の投資意
向の上位には、データアセットの強化、デジタル化

による顧客体験の向上、サイバー防衛システムの変
革などが挙げられている（図2）。
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実効性と意思決定を強化するためのデータアセット機能への投資強化

顧客体験（カスタマーエクスペリエンス、CX）の向上

サイバー防衛の変革

従業員のテクノロジースキルの変革

生産性向上のための人工知能やロボティクスへの投資強化

サプライチェーンを最適化するためのテクノロジーツールへの投資強化

グリーンシフトを加速するためのテクノロジー分野への注力強化

特に強化すべき取り組みはない

図2

データ、デジタル（CX）、サイバーはテクノロジー関連の最優先課題
今後3年間で、特に強化していく取り組みの分野

取締役会メンバー　　　経営幹部

注：多肢選択式設問
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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より深く掘り下げると、主に2つの領域で、根
本的な問題が見えてきた。1つは、取締役会
がテクノロジー関連の課題に対して監督機

能を発揮していないこと、もう1つは、取締役会メン
バー自身がテクノロジーに関した知識を十分に有し
ていないということである。取締役会がテクノロジー
関連の課題に対して十分な監督機能を発揮している
と考えている取締役会メンバーや経営幹部は、半数
にも満たない（図3）。取締役会メンバーは、楽観主
義バイアス（現実よりもポジティブな結果を期待す
る傾向）に陥り状況を楽観視している可能性がある
のではないだろうか。

取締役会メンバーと経営幹部の回答者のいずれも、
取締役会の監督機能を効果的に発揮させる上での
課題として以下の5つを挙げている（図4）。

1. 意思決定に際して、経営陣や社内外の専門家に
依存しすぎている

2. テクノロジーに関する知見が取締役会に不足し
ている

3. テクノロジー関連のガバナンス体制が不透明で
ある

4. テクノロジーに関連した経営情報が明確に定義
されていない

5. テクノロジーが戦略とどのように結びついてい
るかが不明確である

ギャップが生じている理由： 
テクノロジーへの取り組みに関する 
最重要課題

28%

19%

27%

41%

45%

41%

取締役会メンバー

経営幹部

図3

ギャップに注目：自社の取締役会がテクノロジーに関して
受託者責任を十分に発揮できていると回答したのは半数以下
貴社の取締役会によるテクノロジー関連の課題への監督体制について、領域、内容の両面において
適切な体制が構築されているか

はい　　　いいえ　　　どちらとも言えない

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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テクノロジー関連ではない業種の企業では、取締役
会内のテクノロジー領域の有識者は一人のみの場
合が多く、その人物が「テクノロジーの通訳者」を担
うことになる。そのことにより、その一人に過度に依
存することになり、他の取締役会メンバーが責任を
免れているというケースも見受けられた。

Deloitte Global CIO Programのリーダーであ
るMark Lillieは、個々の取締役会メンバーはテク
ノロジーに高い感度を有していることが必要不可欠
であると考えている。「取締役会は、テクノロジーに
関する知識を深め、経営陣をサポートする一方で、
経営陣と同等に議論する必要があります。取締役会
メンバーがテクノロジーに関して十分な知見を有し
ていない場合、取締役会は経営陣の判断に過度に

依存することになり、その結果、取締役会は経営陣
の言いなりになってしまう可能性があります。」

Deere社、SYSCO社、OGE Energy社の取締役
会メンバーであり、Gray Matter Analytics社の
社長兼CEOを務めるSheila Talton氏は、取締役
会にテクノロジーの知見があることが、企業の成長
を左右する決定的な要素である指摘している。「取
締役会にテクノロジーの専門家が存在しない企業
は足元しか見えておらず、逆に、先見性がある企業
は、取締役会にテクノロジーの専門家を登用する傾
向が高くみられます。そのような企業は、テクノロ
ジーの専門家の登用は単なるリスク管理の観点から
ではなく、競争上の優位性そのものであると理解し
ています。」

42%

42%

33%

42%

33%

40%

38%

36%

34%

30%

意思決定に際して、経営陣や社内外の専門家に依存しすぎている

テクノロジーに関する知見が取締役会に不足している

テクノロジー関連のガバナンス体制が不透明である

テクノロジーに関連した経営情報が明確に定義されていない

テクノロジーが戦略とどのように結びついているかが不明確である

図4

デジタル、サイバー、および新たなテクノロジーに関する
取締役会の監督体制における課題上位5項目
取締役会メンバー　　　経営幹部

注：多肢選択式設問
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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本調査結果では、取締役会によるテクノロ
ジー関連の受託者責任に悪影響を及ぼし
うる課題が、さらに多く浮き彫りになった。

テクノロジーを牽引する組織体制への懸念

自社のテクノロジーを牽引する組織体制に自信があ
るかという問いには、評価が混在している。自信が
あると回答しているのは、36%の取締役会メンバー
と経営幹部に過ぎず、49%の取締役会メンバーと
43%の経営幹部は、「ある程度」自信があるとして
いるものの、改善すべき点があると回答している。そ
して、おおよそ10人に1人の取締役会メンバーと8
人に1人の経営陣のみが、自社のテクノロジー組織

体制に自信がないと回答している（図5）。個々の取
締役会メンバーは、「個人として、また企業全体とし
て、自信を持ってテクノロジーに対応していると評価
するために何をすべきか」と、自問自答する必要が
あるのではないだろうか。

Nandaは、テクノロジー・リーダー（CIOなどの責
任者）が他のリーダー層との連携を増やしていくこと
でこの状況を改善できると考えている。「CIOが、戦
略責任者を含む事業責任者や、各部門責任者とと
もに議論することが重要です。さらにいうと、テクノ
ロジー・リーダーは企業の経営に直接的に携わる
立場にないため、事業の成長を担うリーダーとの連
携を深めることが望ましいと言えるでしょう。」

調査結果から導くその他重要な課題

5%

4%

11%

14%

49%

43%

36%

39%

取締役会メンバー

経営幹部

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図5

自社のテクノロジーを牽引する組織体制に自信があるとした回答者は
半数以下
自社のテクノロジーにおける組織体制への自信の度合い

自信がある　　　ある程度自信があるが、懸念点がある
あまり自信がなく、改善すべき点が多い　　　どちらとも言えない
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戦略との整合性の欠如

回答者の10人に3人は、テクノロジーが企業の戦
略に十分に反映されているとは思わないと回答して
いる。10人に6人の取締役会メンバーは十分に反
映されていると考えているが（図6）、10人に1人は
明確に回答していない。テクノロジーを戦略実行の
根幹とするならば、取締役会はテクノロジーと戦略
の関連性について深く理解する必要があり、取締役
会による受託者責任が特に重要であることは、明ら
かであろう。

Deloitte Globalの記事「テクノロジーが現代にお
ける戦略的課題である理由（Why technology is 
the strategic issue of our time）」の中で、著
者は経営陣が戦略とテクノロジーの関連性を重視す
べき背景を以下のように述べている。「革新的なテク
ノロジーから受ける影響とインパクトは、現代にお
ける戦略の課題そのものです。どのような業種であ
れ、また、自社内のいかなる分野の責任者であろう
と、テクノロジーはその活動を発展させ、強化するこ
とができると認識する必要があります。ただ事態の
変移を見守るであるとか、テクノロジー関連の課題
を最高情報責任者（CIO）に一任することは、今日
の最高経営責任者（CEO）や経営陣にとって、もは
や現実的な選択肢ではありません10。」

テクノロジーへの投資効果を評価することの難しさ

投資効果の評価についてはどうだろうか。調査結果
によると、取締役会や経営幹部は、テクノロジーへ
の投資の効果を適切に評価することは非常に難しい
と感じている（図7）。Deloitte & Touche LLPの
Audit & Assurance部門のパートナーを務める
Jon Raphaelは、以下のように解説する。「テクノ
ロジー関連のプロジェクトにおいて最も困難な点は、
ROIの評価です。定量的なものだけでなく、定性的
なものも多く含まれ、正確に測定することが非常に
困難です。極論を言えば、最終的な収益を数値で確
認し、前年比の増加を確認することは可能です。し
かし、この収益差異をテクノロジーへの投資効果と
直接的に結びつけて評価することは、特に企業全体
にかかるプロジェクトである場合、難しいと言えるで
しょう。」

実際、回答者の10人に4人は、テクノロジーへの
投資と企業成長の因果関係を証明することが最大
の課題であると述べている。さらに、3人に1人が、
投資収益率（ROI）や短期的な利益に意識が集中し、
長期的な投資効果の評価に焦点を当てていないと
述べている。4人に1人は、テクノロジーへの投資
のROIを把握する上での最大の障壁は、断片的な
報告や、異なる重要業績評価指標（KPI）や測定基
準を各々設定していることだと述べている。今回本
調査に回答した企業においては、まだまだ着手しな
ければならない課題がありそうだ。

13%

77%

27%

31%

61%

61%

取締役会メンバー

経営幹部

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図6

回答者の半数近くが、テクノロジーが戦略に整合しているとは思わない、
あるいはどちらとも言えないと回答
テクノロジーは貴社の戦略に十分に反映されているか

はい　　　いいえ　　　どちらとも言えない
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テクノロジー投資への効果を正確に把握しなければ、
テクノロジーによって創出した価値や、投資が戦略
的な目標に資するものであるかを評価することは困
難である。Lillieは以下のように指摘する。「テクノ
ロジーへの投資は、2つの捉え方が存在します。ひ
とつは必要経費として捉える方法。例えば、古くなっ
たデータセンターを最新のクラウドインフラに置き換
えたり、サイバーやセキュリティのために十分な予算
を投じたりする投資として捉えると、これらは重要
な投資と言えます。一方、テクノロジーへの投資を、
市場シェアをより多く獲得するための、ビジネスへの
投資と捉えることもできます。この場合、テクノロ
ジーへの投資とビジネス成長の因果関係を実証す
るために、適切な評価、測定基準を確立する必要が
あります。」

Delta Air Lines社のCIOを務めるRahul Samant
氏は、他の責任者レベルのメンバーと協働し、より
広範なビジネス指標と相関させることで、テクノロ
ジー投資へのROIを効果的に提示することができ
たと述べている。「CEOや取締役会とテクノロジー
への投資について議論する際に、最高顧客体験責
任者（Chief Customer Experience Officer）、
最高執行責任者（Chief Operations Officer）、
最高商務責任者（Chief Commercial Officer）
など、1人以上のビジネス側の責任者が常に同席し
ています。そのため、テクノロジーへの投資がもたら
した価値については彼らが一番の証人となっていま
す。例えば、私が取締役会で『3年前のとあるビジネ
ス事例を覚えているだろうか。そこからROI目標を
達成したことを発表する』と話すより、ビジネスパー

図7

テクノロジーとROIに関する課題
テクノロジーへの投資効果を評価する上での障壁

短期的な成果や設備投資（capex）／運転資金（opex）に議論が偏っている
断片的な報告：個別のKPIと測定基準の設定　　　テクノロジーが成長につながる根拠の提示　　　その他

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

役職別
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地域別

26%

35% 24% 41%

1%

26% 42% 6%

29%

35%

25% 21% 48% 7%

29% 33% 3%

28% 40% 3%
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トナーと共に『3年前、このデータプラットフォーム
構築に投資したことを思い出して欲しい。その成果
が実を結び、今ではオペレーションチームに新たな
見識を与え、顧客により良いサービスを提供できる
ようになった。そして、それが顧客満足度にも大きく
反映されている。』と話すことで、圧倒的に説得力が
高まります。いずれにしても、自分一人の立場でテク
ノロジー投資の効果や価値を証明するのは、非常に
困難なことです。」

State Street Global Advisors社のESGアナリス
トは、取締役会のテクノロジーに対する専門知識が
ますます重要になると指摘している。「企業が積極的
に新たなテクノロジーを取り入れ、ビジネスの中核
へ組み込まれるようになると、取締役会のスキルセッ

トも同様に進化させる必要があります。新たなテクノ
ロジーが既存ビジネスに与える影響を取締役会が
理解できるよう、企業としても努める必要がありま
す。」

テクノロジーへの投資が不十分

回答者の約半数は、競争力の強化や機会とリスクへ
の対処という重要な戦略目標を達成できるほどにテ
クノロジー投資が十分できているわけではないと回
答している（図8）。また、回答者のうち経営幹部は、
取締役会メンバーに比べ、テクノロジーへの投資に
より一層力を入れる必要があると回答する傾向が
あった。

役職別

取締役会メンバー

米州

アジア太平洋地域

欧州・中東・アフリカ

経営幹部

地域別

26% 42%

35% 54%

47% 10%

11%

43%

28%

44% 44% 12%

62% 10%

48% 9%

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図8

大半の企業は、投資額が十分でないため、その効果も不十分
貴社は、競争力を強化し、機会と潜在的リスクに備えるという重要な戦略目標を達成するために、
テクノロジーへ十分な投資を行っているか

はい　　　いいえ　　　どちらとも言えない
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リスク面では、今回の調査でいくつかの具体的
な課題が浮き彫りになった。多くの企業は、サ
イバー、データ保護、安全性の領域における

機能強化を検討していることが明らかになった。

データ資産保護のためのプロセス欠如

本調査結果では、経営幹部と取締役会メンバーは
自社の重要なデータの保護機能の充足度に懐疑的
であることが明らかになった（図9）。自社のデータ
が安全に保護され、また適切に取り扱われていると
回答したのは、わずか半数であった。残りの回答者
は、十分に保護されているかどうかわからない（約
3分の1）、あるいはデータ資産の理解と保護に向け
て一層の取り組みが必要（15%）のいずれかであっ
た。これは地域によって多少の違いが見られ、欧州・
中東・アフリカ（EMEA）の回答者は他の地域の回
答者に比べて自社のデータ保護能力について自信
を持っており、アジア太平洋地域（AP）の回答者は
最も懐疑的だと感じていることが明らかになった。
しかし、サイバー攻撃が絶え間なく高度化する中、こ
の領域における油断は禁物であるといえよう。

デロイト イタリアのRisk Advisory/Cyber and 
Strategic RiskのパートナーであるMatthew Holt
は、以下のように語っている。「取締役会でサイバー

セキュリティについて議論する際、取締役は共通し
て、『当社におけるサイバーリスクと事業への影響に
ついて理解している』と発言します。しかし、実際に
自社が直面しているサイバーリスクの上位3つを挙
げ、これらのリスクをどのように対処する計画なのか
を尋ねると、多くの場合回答に窮してしまいます。」

State Street Global Advisors社のESGアナリス
トは、監査委員会とリスク委員会のメンバーのサイ
バーとデータセキュリティに関する知識は「豊富であ
ることが多い」としつつも、取締役会は全体的に「こ
れらの質問については経営陣に回答を任せる」傾向
にあると指摘している。踏み込んだ議論を各委員会
に任せることも良いが、これは同時に取締役会での
当該トピックに対する議論が不足してることを示して
おり、取締役会メンバー全員は、自社にどのような
サイバー脅威が向けられているかといったようなよ
うな基本的な質問に答えられるようになるべきでは
ないかといった見解を示している。「私は、取締役会
メンバーには少なくとも、自社が注視している主要
インフラや特に重要だと考えるデータの種別につい
て特定できるだけための知識を得ることを望んでい
ます。個々の知識レベルを強化することで、取締役
会全体のレベルをひとつ上げると同時に、さらには
投資家からの安心感も得られるのではないかと考え
ます。」

サイバーセキュリティ、データ保護、
安全性の確保が喫緊の課題

Digital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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テクノロジーに関する安全性確保のプロセスが 
不十分

規制当局、投資家、その他外部のステークホルダー
から、テクノロジーに関する透明性の向上が求めら
れている。テクノロジーへの安全性を担保するため
にどの程度適切に取り組んでいるかについても、各
企業から様々な反応の回答が寄せられた（図10）。

全体として、回答者の半数以上が、社内のリソース
を通じて、あるいは社内外のリソースの併用により、
自社のテクノロジー領域において十分な安全性確
保のプロセスが確立されている、と回答している。し
かし、多くの回答者（10人に4人）は、企業として
一層の取り組みが必要であると述べている。

役職別

取締役会メンバー

米州

アジア太平洋地域

欧州・中東・アフリカ

経営幹部

地域別

49%

54% 25% 20%

1%

13% 7%31%

49%

40% 36% 19% 5%

6%14%24%56%

33% 13% 4%

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図9

貴社では重要なデータ資産を保護するためのプロトコルが
明確に定義されているか
はい、当社のデータ資産を十分に理解し、安全に保護されている
データ資産は理解しているが、十分に保護されているかはどうかはわからない
いいえ、データ資産を理解し、保護するために一層の取り組みが必要である
どちらとも言えない
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取締役会メンバー

経営幹部

4%

6% 46% 7% 19% 16% 7%

8%16%18%5%51%

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図10

貴社のテクノロジー領域の安全性確保プロセスへの取り組みは十分か
はい、社内のリソースに投資しており、外部のリソースには依存していない
はい、社内のリソースに投資しており、必要に応じて外部のサポートを受けている
いいえ、この領域は検討する必要がある
いいえ、外部のサポートへの依存度が高すぎるため社内のリソースを構築している
いいえ、現状は不十分であり、今後の取り組みを検討している
わからない
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取締役会のテクノロジーへの取り組みやガバ
ナンスを向上させるために、取締役会は何
をすべきか。取締役会メンバーと経営幹部

からは、さまざまなアイデアが寄せられた（図11）。
以下にその例を挙げる。

1. 取締役会を対象としたテクノロジー関連の最新
動向に関するトレーニングの提供（取締役66%、
経営幹部61%）。

2. テクノロジーと企業戦略を関連づける包括的な
計画の策定（取締役60%、経営幹部61%）。

3. テクノロジーに関するアジェンダを取締役会に
おいて定例の議題とする。また、CIO、CTO、
CISOとの連携を強化し、取締役会にCISO、
CIO、CTOが定期的に出席するように計らう。
経営幹部の回答者（54%）は、取締役会メン
バーの回答者（45%）に比べて、本項目につい
てより重視する傾向が強かった。

4. テクノロジーに知見のある取締役会メンバーを
1名以上採用し、取締役会における専門性の充
実を図る。経営幹部にこの傾向が強く見られ、
これはおそらく取締役会メンバーとより充実し
たな意見交換を図るためだと考えられる。また、
興味深いことに、アジア太平洋地域（38%）や
EMEA（35%）の回答者と比較すると、米州
（43%）の回答者は本項目をより評価する傾向
が強かった。

一方、取締役会とは別に、テクノロジーについて議
論をする諮問委員会（分科会）を設けるという選択

肢は、取り組みや理解を加速させる効果はあるもの
の、役職や地域を問わず、最も支持率が低かった。
このような会合を設けることが生産的であると考え
る回答者は、3分の1以下であった。

テクノロジーへの取り組みの向上を
目指して－取締役会の可能性

Digital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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図11

さらなる加速のために：取締役会がテクノロジー領域における監督を
強化するために最も効果的な方法

注：多肢選択式質問
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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取締役会メンバーにテクノロジーのトレンド・動向に関するトレーニングを提供する

自社の戦略にとって重要なテクノロジーに関するトピックについて取締役会で議論するための、より包括的な計画を策定する

テクノロジー関連のアジェンダを取締役会の定例の議題とし、取締役会にCISO、CIO、CTOが定期的に出席するように計らう

テクノロジーに関する専門知識を有する取締役会メンバーを1名以上採用する

取締役会から派生させた分科会などを設け、全取締役会メンバーがテクノロジーによる事業や戦略に与える影響や
テクノロジー全般についてより深く議論する機会を設ける

当社の監督体制に満足しており、現時点では十分な効果を発揮している
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テクノロジーによる事業や戦略に与える影響やテクノロジー全般を
より深く議論する機会を設ける

当社の監督体制に満足しており、現時点では十分な効果を
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役職別

取締役会メンバー

米州

アジア太平洋地域

欧州・中東・アフリカ

経営幹部

地域別

22%
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16% 14% 32% 24% 14%

12%12%40%17%19%

27% 13% 34% 17% 10%

注：比率については、端数処理により合計100％にならない場合がある
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題

図12

貴社の気候変動戦略において、テクノロジーは必要不可欠な要素であると
考えているか
はい、明確な戦略を策定し、実行に移している はい、しかし当社の戦略は策定過程である
可能性はあるが、まだ戦略の策定過程である いいえ　　　わからない

次なる論点：テクノロジーを活用した気候変動戦略の構築
本調査結果によると、多くの企業が気候変動戦略の策定と実行に関して初期段階にあることが確認された（図
12）。明確な戦略を策定し、その実行に着手していると答えた回答者は5人に1人のみとなっている。

Talton氏は、「鉄製部品をより軽量で二酸化炭素排出量の少ない素材に置き換える方法を模索している設備
メーカーが一例であるように、テクノロジーとサステナビリティを関連づける取り組みは急速に加速しています。
今後サステナビリティ領域において、テクノロジーが担う役割はますます大きくなっていくでしょう」と指摘して
いる。

Carlsberg Group社のCIOであるSarah Haywood氏は、サステナビリティの領域におけるテクノロジー
が果たす重大な役割について、以下のように語っている。「企業が本質的かつ根幹となる課題に対して対策を
講じた際、テクノロジーはより一層重要な役割を担うことになると思います。今日では、多くの企業が二酸化炭
素や水の効率的な活用などに関して非常に野心的な目標を掲げていますが、実現することは容易ではなく、今
後はより先進的で高度かつ専門的な手法が必要となることが想像できます。そして、そこには、テクノロジーが
一層重要な役割を担うことになると考えられます。」

サステナビリティに関する変革を推進する取締役会の役割の詳細については、2021年11月に発表された
Deloitte Global Boardroom ProgramのFrontierシリーズの報告書、「監査委員会の展望－気候変動
への対応」を参照いただきたい。
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本調査結果に基づき、取締役は、取締役会における
専門的知見と、受託者責任のギャップが存在するか
どうか、またどの程度存在するかを評価するために、
以下の質問を問いかけていただきたい：

1. リスクと機会の双方を考慮した長期的な戦略的
優先順位を軸に、テクノロジーへの投資とその
導入を適切に行うことができているか？十分で
ない場合、どうすればよいだろうか？

2. テクノロジーについて、いつ、どのようにして取
締役会で議論しているか？テクノロジーに関す
る議論が主に委員会で行われている場合、取締
役会全体としてその議論に参加できるようにす
るためにはどうすればよいだろうか？

3. 取締役会におけるテクノロジーに関する専門知
識は十分だろうか？また、テクノロジーの専門
家1人、経営陣、あるいは外部の専門家などに
過度に依存していないだろうか？

a. 知識ギャップを解消するために、よりテクノロ
ジーに見識のある取締役を積極的に採用する
必要があるだろうか？

b. 全取締役の知識と専門性を向上させるため
に、どのようなトレーニングを設けることができ
るだろうか？

4. 経営幹部（CxO）やテクノロジー・リーダーと
の連携をより強化し、共通の目標を達成するた
めには何をすべきか？

5. 取締役会で戦略を議論する際に、テクノロジー
に関する戦略は議題に含まれているか？また、
テクノロジー戦略を各事業部門の戦略とどのよ
うに関連付けているか？

Nandaは、取締役会のエンゲージメントの改善が
期待できる理由があると前向きに捉えている。
「Deloitte Development LLCのCenter for 
Board Effectiveness（取締役任期中に提供する
サポートプログラム）の一環として、取締役やCIOと
ともにConsumer Electronics Show（電子機器
の見本市）に参加した際、参加した取締役や経営幹
部は、テクノロジーにすでに精通しているか、とにか
く参加して学んでみたいというスタンスのいずれかで
した。いずれにしても、驚くことに全員が非常に意欲
的な姿勢で参加していたのです。経営陣は、直近数
四半期の間に導入する新たなテクノロジーへの妥当
性を重点的に検討する傾向がある一方で、取締役
は、広く将来の可能性を想像し実現可能性を追求す
ることに、より積極的な姿勢を示しています。これは
非常に頼もしいことでありますが、同時に多大なエ
ネルギーや探求心も求められます。」

積極的な学習意欲と探求心がすべてを解決するわ
けではもちろんないが、各リーダーが共通認識を見
いだし、飛躍的な進歩を遂げる上で有用であること
は間違いない。本報告書が、潜在的な懸念に対する
認識を高め、必要な行動を喚起する一助となるよう
期待している。
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本調査では、経営幹部（CxO）および取締役
会メンバー551名から回答を得た（図13）。
回答者の内訳は、EMEA（239名）、米州

（188名）、アジア太平洋地域（124名）であった。
回答国の上位6カ国は、ブラジル（55名）、英国（54
名）、米国（51名）、ドイツ（44名）、オーストラリア
（41名）、インド（35名）であった。

調査対象業種は、金融サービス（32%）、製造業
（15%）、テクノロジー（9%）、ヘルスケア・製薬
（7%）、小売・卸売（7%）、エネルギー・資源（6%）、

プロフェッショナルサービス（6%）、建設・不動産
（4%）、通信・メディア・エンターテイメント（3%）、
物流（2%）、そして「その他」（9%）となった（図
14）。

回答者の半数以上（53%）は、株式時価総額が10
億米ドル以上の企業であった。所有構造の内訳は、
49%が上場企業、35%が非上場企業（家族経営を
含む）、6%が国有企業、10%がその他であった（図
15）。

Appendix

回答者属性について

注：回答者全体：n = 551、取締役回答者：n = 398、経営幹部（CxO）回答者：n = 153
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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注：n = 551
出所：Deloitte Global Boardroom ProgramによるDigital Frontier｜取締役会の展望－テクノロジーに関する課題
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